
事業所一覧

■本　　　　　　   社  〒530－0004 大阪市北区堂島浜1－4－16 アクア堂島西館18階
 Tel（06）6346－5221（代表） Fax（06）6346－5210（代表）
 ●東京事務所
  〒103－0028 東京都中央区八重洲1－3－19 辰沼建物ビル6階
 Tel（03）6202－0725 Fax（03）6202－0736

■枚  方  事  業  所  〒573－0004 大阪府枚方市中宮大池3－1－1
 Tel（072）849－3224（代表） Fax（072）849－3218（代表）
    ●販売課
 Tel（072）849－3222 Fax（072）849－3339

■山  口  事  業  所  〒756－0817 山口県山陽小野田市大字小野田6289－18
 Tel（0836）83－6171（代表） Fax（0836）83－1641（代表）
 ●販売一課・二課
 Tel（0836）83－5485 Fax（0836）83－5486
　 ●販売三課
  〒530－0004 大阪市北区堂島浜1－4－16 アクア堂島西館18階
 Tel（06）6346－2912 Fax（06）6346－5210

■名 古 屋 事 業 所  〒490－1443 愛知県海部郡飛島村大字新政成未之切809－1
 Tel（0567）55－1088（代表） Fax（0567）55－2380（代表）
 ●営業部  販売課・ネジ鉄筋部  販売一課
 Tel（0567）55－1087 Fax（0567）55－1097
 ●ネジ鉄筋部  販売二課（東京営業所）
  〒103－0028 東京都中央区八重洲1－3－19 辰沼建物ビル6階
 Tel（03）6202－0735 Fax（03）6202－0736
 ●ネジ鉄筋部  販売三課（大阪営業所）
  〒530－0004 大阪市北区堂島浜1－4－16 アクア堂島西館18階
 Tel（06）6346－5225 Fax（06）6346－5210

0606F10 DC
1806R65 SE
1906R65 SE

Corporate Data

（2019年6月25日 現在）



会社の概要

役　員 沿　革

財務ハイライト

共英製鋼株式会社
（KYOEI STEEL LTD.） 
大阪市北区堂島浜一丁目4番16号
昭和22年8月21日 
（1）  鋼片、各種鋼材、鉄鋼製品の製造・

加工・販売
（2）  一般・産業廃棄物、医療廃棄物の収

集・運搬・処分業および自動車リサ
イクル事業ならびに廃棄物再生資源
化事業

（3）  鉄筋・ねじ節鉄筋加工と組立工事
（4）  鉄鋼製造プラントの設計および鉄鋼

製造技術の販売
185億16百万円（平成31年3月31日現在）
2,423億円（平成31年3月期） 
1,100億円（平成31年3月期） 
http://www.kyoeisteel.co.jp/

商　　　号

本社所在地
設立年月日
主要な事業

資 本 金
連結売上高
単体売上高
Ｕ Ｒ Ｌ

昭和22年 8 月

昭和23年 9 月
昭和31年 11月

昭和37年 2 月
昭和38年 2 月
昭和41年 3 月

昭和42年 3 月
昭和43年 10月
昭和44年 4 月
昭和46年 10月
昭和47年 10月

昭和47年 11月

昭和48年 1 月

昭和54年 1 月
昭和54年 4 月

昭和57年 4 月

昭和59年 2 月

昭和63年 10月

平成 2 年 4 月

平成 3 年 2 月
平成 3 年 7 月
平成 3 年10月
平成 3 年11月

平成 4 年10月
平成 4 年12月

平成 6 年 1 月

平成 6 年 3 月

平成 7 年 8 月
平成 8 年 1 月

平成11年 9 月
平成14年 3 月

平成16年 2 月

平成17年 3 月

平成17年 10月

平成18年 12月
平成19年 1 月
平成23年 9 月
平成26年 3 月
平成27年 7 月

平成28年 3 月
平成28年 12月

平成30年 1 月

平成30年 2 月
平成30年 5 月

共栄製鉄㈱（資本金18万円）を創立
（昭和22年12月に伸鉄業に転換） 
共英製鋼㈱に社名変更 （資本金300万円）
共英伸鉄㈱（昭和38年12月共英特殊鋼㈱に社名変更）
を設立し、平鋼の生産を開始
当社初の電炉工場として佃工場を新設
当社佃工場を共英製鉄㈱として分離
共英特殊鋼㈱を吸収合併し、当社放出工場とする
（平成元年3月閉鎖）
線材メーカーから小形棒鋼を主体とする条鋼メーカーに転換
海外での製鋼・圧延技術指導を目的に海外事業部を発足
資本金を4,000万円に増資
大阪府枚方市に枚方電炉工場を新設
大阪府枚方市に圧延工場を新設し、製鋼圧延一貫体制確
立（現枚方事業所）
山口県小野田市（現山陽小野田市）に異形棒鋼と形鋼を
製造販売する山口共英工業㈱（現山口事業所）を設立
熊本県宇土市に異形棒鋼と形鋼を製造販売する熊本共英
工業㈱（現大阪製鐵㈱西日本熊本工場）を設立
北米でのミニミル事業参入と海外事業拡充を目的とし
て、米国ニューヨーク州に異形棒鋼と形鋼を製造販売す
るオーバンスチール社を設立
オーバンスチール社の経営権を譲渡
熊本共英工業㈱（現大阪製鐵㈱西日本熊本工場）の経営
権を譲渡
住友金属工業㈱（現新日鐵住金㈱）と資本提携を結び、
1億円に増資
中部地区での拠点拡充のため、第一製鋼㈱（現名古屋事
業所）の経営権を取得
和歌山共英製鋼㈱（現日鉄住金スチール㈱）を設立し、
ジュニアH形鋼分野に進出
当社、共英製鉄㈱、山口共英工業㈱、第一製鋼㈱および
和歌山共英製鋼㈱の共英グループ5社合併。共英製鉄㈱
以下4社については、大阪事業所、山口事業所、名古屋
事業所、和歌山事業所と改組。合併により資本金は1.4
億円に増加

資本金を102億円に増資
キョウエイ製鐵㈱（現日鉄住金スチール㈱）を設立
和歌山事業所の営業権をキョウエイ製鐵㈱へ譲渡
㈱今村製作所（大阪府寝屋川市、現㈱ニッケン鋼業）の
経営権を取得し、コラム分野に進出
名古屋事業所製鋼工場更新
北米での事業拡大を目的として、米国フロリダ州にある
フロリダスチール社（後にアメリスチール社と改称）の
経営権を取得
ベトナムでの棒鋼・線材の製造拠点として、ビナ・キョ
ウエイ・スチール社を設立
関東スチール㈱を設立、茨城県新治郡新治村（現土浦
市）にある相場製鋼㈱新治工場の製造設備を承継して事
業開始
名古屋事業所圧延設備を更新
ベトナムにビナ・ジャパン・エンジニアリング社を設立
（鋳物工場）
アメリスチール社の経営権を譲渡
中山鋼業㈱に出資して合同製鐵㈱と並列で筆頭株主とな
る
山口県小野田市（現山陽小野田市）に産業廃棄物処理事
業の拡大を目的として共英リサイクル㈱を設立
山口事業所加工品事業を新設分割して共英加工販売㈱を
設立
株式交換方式にて共英産業㈱および㈱共英メソナを完全
子会社化
資本金を170億48百万円に増資、東証一部・大証一部に上場
資本金を185億16百万円に増資
キョウエイ・スチール・ベトナム社設立
㈱堺リサイクルセンターを設立
ベトナムのビナ・キョウエイ・スチール社に製鋼工場・
第2圧延工場を増設
枚方事業所大阪工場の操業を停止・同工場閉鎖
米国テキサス州にあるBD Vinton LLCの全持分を取得
し、連結子会社化（ビントン・スチール社と改称）
ベトナム南部における物流拠点としてチー・バイ・イン
ターナショナル・ポートを開港
㈱吉年（大阪府河内長野市）を事業譲受により子会社化
ベトナムフンエン省にあるベトナム・イタリー・スチー
ル社の株式の65％を取得し、連結子会社化

当社は昭和14年大阪市城東区において鍛工業を目的として設立した
共英鍛工所を母体として、昭和22年8月に前身の共栄製鉄㈱を創
業、翌年9月に共英製鋼㈱に社名変更し、現在に至っております。

リスク・コンプライアンス委員会
中央品質管理委員会

経営企画課
I　R　課
人事総務課
秘　書　課
リスク・コンプライアンス統括室
主　計　課
財　務　課
生産企画課
E　N　課
開発センター
品質管理室

営業企画課
東京事務所
海外事業課
営　業　課
東京営業所
九州営業所
コンプライアンス・安全課
アプリケーション課
ITインフラ課

総　務　課
経　理　課
販 売 一 課
販 売 二 課
販 売 三 課
購 買 課
受 渡 課
製 鋼 課
圧 延 課
工 務 課
生産管理課
安全環境管理課
メスキュード課
品質管理課

業 務 部

営 業 部

製 造 部

メスキュード部

山口事業所

総　務　課
経　理　課
販 売 課
購 買 課
受 渡 課
販 売 一 課
販 売 二 課（東京営業所）
販 売 三 課（大阪営業所）
技術サービス課
業 務 課
製 鋼 課
圧 延 課
工 務 課
生産管理課
品質保証課
商品技術一課
商品技術二課
試 験 課
安全環境管理課
環境リサイクル課

業 務 部

営 業 部

ネジ鉄筋部

製 造 部

品質技術部

安全環境リサイクル部

名古屋事業所

総　務　課
経　理　課
販　売　課
購 買 課
受 渡 課
製 鋼 課
圧 延 課
工 務 課
生産管理課
安全環境管理課
環境リサイクル課
品質管理課

業 務 部

営 業 部

製 造 部

環境リサイクル部

枚方事業所

本　　　社
監　査　部
経営企画部

人事総務部

経　理　部

生産企画部

開　発　部
営業企画部

海外事業部
環境リサイクル部

情報システム部

代表取締役会長
代表取締役社長
取　締　役・専務執行役員
取　締　役・常務執行役員
　　〃
取締役相談役
取　締　役
　　〃
　　〃
常勤監査役
監　査　役
　　〃
上席執行役員

　　〃
　　〃
　　〃

　　〃

執 行 役 員
　　〃
　　〃
　　〃
　　〃
　　〃
　　〃
顧問 ファウンダー・名誉会長

高島秀一郎
廣冨　靖以
大田　和義
坂本　尚吾
鳴海　　修
森　　光廣
新井　信彦
山尾　哲也
川邊　辰也
市原　修二
塚本　　治
宗岡　　徹
榎本　　堅

白石　愛明
国丸　　洋
北田　正宏

横山　政美

川井　健司
川上　浩生
篠田　昭雄
小野　　晃
前田　豊治
松本　哲哉
林　　　進
高島　成光

山口事業所長

本社営業企画部担当兼営業企画部長

枚方事業所長兼製造部長

社外取締役

社外取締役

社外取締役

コンプライアンス・本社人事総務部・

情報システム部担当

名古屋事業所長

本社経営企画部・経理部・海外事業部担当

米国共英製鋼会社社長兼

ビントン・スチール社社長

本社生産企画部・環境リサイクル部・

開発部担当

名古屋事業所副事業所長兼営業部長

本社海外事業部長

山口事業所業務部長兼メスキュード部長

本社環境リサイクル部長

監査部長

山口事業所副事業所長兼製造部長

本社経理部長兼情報システム部長

71期

27年3月期

71期

27年3月期

1,814

118

125

69

2,018

1,381

64.2%

1,741

159.30

6.6%

5.5%

72期

28年3月期

1,610

138

142

85

2,004

1,431

67.3%

1,806

194.94

7.1%

6.4%

1,146

96

107

63

1,380

1,108

80.3%

735

146.03

7.9%

5.9%

72期

28年3月期

930

101

108

59

1,360

1,146

84.3%

715

136.86

7.8%

5.3%

73期

29年3月期

1,460

80

79

48

2,143

1,467

64.6%

2,341

110.41

4.1%

3.5%

73期

29年3月期

773

56

64

46

1,390

1,177

84.7%

716

106.49

4.6%

4.0%

74期

30年3月期

1,913

43

41

35

2,342

1,485

59.8%

2,430

80.31

2.2%

2.5%

74期

30年3月期

903

15

22

27

1,480

1,188

80.3%

738

61.21

1.4%

2.2%

75期

31年3月期

2,423

92

86

65

2,616

1,538

54.8%

3,200

149.78

4.0%

4.6%

75期

31年3月期

1,100

71

78

52

1,637

1,219

74.5%

725

120.43

4.9%

4.3%


